
令和元年度 かほく市総合教育会議  次 第 

 

日時 令和元年１２月１８日（水）午後１時３０分より 

場所 かほく市議会庁舎 １階 第１会議室 

 

 

１． 開  会 

 

 

２． あいさつ 

   かほく市長  油 野 和 一 郎 

 

 

 

３．協議・調整事項 

１）在住外国人の教育支援について・・・・・・・・・・・・・・・・・・（資料１） 

 

 

 

 

２）不登校支援のための取組について・・・・・・・・・・・・・・・・・（資料２） 

 

 

 

 

３）その他 

 

 

４．閉  会 

  



 

かほく市総合教育会議運営要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、かほく市総合教育会議（以下「会議」という。）の運営に関し、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３０年法律１６２号）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。  

（会議の通知及び告示） 

第２条 市長は、会議の日時、開催場所及び付議すべき議事を開催日の７日前までに告

示し、教育委員会（以下「構成員」という。）に通知しなければならない。ただし、

急施を要する場合はこの限りでない。 

２ 構成員は、招集に応ずることができないときは、その理由を付して会議開催前まで

に市長に届けなければならない。 

（議長）  

第３条 会議の議長は、教育長をもって充てる。  

（議事録の作成及び公表）  

第４条 市長は、会議の終了後、教育委員会の事務局員をして遅滞なく議事録を作成

し、これを公表する。  

２ 議事録には、次に掲げる事項を記載する。 

（１） 開催日時及び場所 

（２） 出席者の職・氏名 

（３） 議題及び議事の要旨 

３ 議事録は、市長及び教育委員１名の署名をもって確定するものとする。 

（庶務） 

第５条 会議の事務局は、教育部学校教育課が行う。  

（その他）  

第６条 この告示に定めるもののほか、会議の運営等に関し必要な事項は、市長と教育

委員会が協議し、別に定める。  

附 則  

この告示は，平成２７年７月３０日から施行する。 

 



在住外国人の教育支援について （資料１－①）

備考
高 松 2,316 1
内高松 223
長柄町 269
若 緑 29
箕 打 27
元 女 21
黒 川 34
野 寺 11
八 野 44
瀬戸町 59
夏 栗 44
中 沼 210
ニ ﾂ 屋 201
学園台 247
木 津 1,023 1
松 浜 380
遠 塚 478 1
浜 北 464
秋 浜 421
外日角 693
白 尾 1,343

森 272
狩鹿野 123
指 江 166
多 田 27
気 屋 54
上山田 58
下山田 28
鉢 伏 81
宇 気 525
七 窪 726
宇野気 755
内日角 602
大 崎 704 1
横 山 393

谷 45
笠 島 52
上田名 96
余 地 60

計 13,304 4

◆国籍別外国人の内訳

国籍

イタリア

インド

インドネシア

カナダ

スリランカ

タイ

ドイツ

トルコ

フィリピン

ブラジル

フランス

地区名 世帯数
日　　　本　　　人

男 女 計
外　　　国　　　人

255 301 556 1 3 4

男 女 計

2,852 3,162 6,014 72 31 103

38 40 78 0 2 2
286 329 615 15 5 20

25 29 54 0 1 1
36 40 76 0 0 0

13 11 24 0 0 0
49 45 94 0 0 0

82 96 178 0 0 0
59 58 117 0 2 2

265 280 545 1 1 2
62 77 139 0 0 0

337 383 720 1 0 1
191 264 455 1 0 1

501 524 1,025 11 3 14
1,298 1,415 2,713 34 8 42

549 589 1,138 5 6 11
633 649 1,282 8 8 16

962 945 1,907 7 5 12
518 558 1,076 0 7 7

396 406 802 2 2 4
1,697 1,761 3,458 10 10 20

235 248 483 0 2 2
187 207 394 0 0 0

71 79 150 0 0 0
33 38 71 0 0 0

36 43 79 2 0 2
82 81 163 0 1 1

689 699 1,388 12 8 20
109 109 218 0 0 0

937 1,045 1,982 6 5 11
1,008 940 1,948 8 1 9

988 989 1,977 6 8 14
820 818 1,638 5 4 9

60 65 125 0 0 0
457 522 979 17 1 18

140 135 275 1 0 1
57 75 132 0 0 0

17,093 18,144 35,237 225 125 350
80 89 169 0 1 1

1

1
1

男 女 計

台湾 2 3
1 1 2 中国 67

2

2
3 10

5 11
1 4

7

1
1

国籍

2 2 計 225

9 23 32 朝鮮 3
9 8 17 米国 6

2

15
2 2 ヨルダン 1

女 計

1 ベトナム 95 14 109
1

男

125 350

令和元年１１月末現在

うち6歳以上16歳未満

かほく市地区別世帯・人口集計表

韓国 5 10 15
5

48 115

ロシア 1 1
2 英国 2 2

ミャンマー 9 6



（資料２－①） 

不登校支援のための取組について 
 

●不登校及び不登校傾向の児童生徒の推移 
〈年度別・月別〉                            (単位:人) 

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

平成 29年度 30 33 35 36 － 33 34 34 34 35 35 34 

平成 30年度 24 30 36 32 － 34 38 45 47 48 55 52 

令和元年度 30 34 41 42 － 46 45 48     

 
 
〈状況別・月別 令和元年９月分～〉                   (単位:人) 

行動状況 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

 月に３日以上欠席（登校しぶり）授業に参加 12 13 17     

 保健室・相談室等に登校 10 7 7     

 教育センター（すまいる）等に通室 11 13 13     

 ひきこもり（家から出ない） 12 11 10     

 ひきこもり（家庭訪問しても会えない） 1 1 1     

 
 
〈小中学校別・月別：平成 30年度調査〉                 (単位:人) 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

小学校 6 7 8 9  12 12 16 17 15 20 20 

中学校 18 23 28 23  22 26 29 30 33 35 32 

計 24 30 36 32 － 34 38 45 47 48 55 52 

 
 
  ※平成 30年度   小学生 20人（千人当たり 11.1 人）……急激な増加 

          中学生 32 人（千人当たり 31.4人）……例年並み 

 
 
〈石川県の平成 30年度不登校児童生徒数の状況〉 

 
小 学 校 中 学 校 

人数（人） 児童数割合 人数（人） 生徒数割合 

かほく市 20 90人に１人 32 32人に１人 

石川県 436 137人に１人 1,158 27人に１人 

  



（資料２－①） 

●教育相談件数の推移（教育センターによる臨床心理士等の教育相談） 

 

 

年度 来所相談 訪問相談 電話相談 

平成 28年度 60 9 19 

平成 29年度 34 10 6 

平成 30年度 130 4 19 



（資料２－②） 

不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方 

 

(1) 支援の視点 

  不登校児童生徒への支援は、「学校に登校する」という結果を目標とするのでは

なく、社会的に自立することを目指す。 

 

(2) 不登校の理由に応じた働きかけや関わりの重要性 

  不登校児童生徒が主体的に社会的自立や学校復帰に向かうよう不登校のきっか

けや理由に応じて適切な支援や働きかけを行う。 

 

 (3) 家庭への支援 

不登校児童生徒の保護者の個々の状況に応じた働きかけが重要であり、不登校の

要因・背景によっては、家庭の状況を正確に把握した上で、適切な支援や働きかけ

を行う必要があるため、家庭と学校、関係機関との連携を図りながら、訪問型支援

等により、保護者との信頼関係をつくり、保護者が気軽に相談できる体制を整える。 

 

 

 

 

 

学 校 

（学級・進路指導教員・教育相談員）

子ども発達相談支援センター・子ども総合センター 

医療機関等の関係機関 

教育センター・教育委員会 

（学習支援専門員） 

不登校児童生徒・保護者 

● 学校での取組の充実 

  ① 不登校が生じないような学校づくり 

  ② 不登校児童生徒に対する効果的な支援 

  ③ 不登校児童生徒の登校に当たっての受入れ体制 

④ 家庭への支援充実(教育相談員の配置：訪問等) 

● 教育センターを中核とした体制の整備 

  ① 不登校や長期欠席の早期把握と支援体制の確立 

  ② 専門的な研修など教員の資質向上 

  ③ 教育支援センター「すまいる」での学習支援 

  ④ 教育相談体制の充実 

  ⑤ 学校・関係機関との情報共有・連携強化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料２－③） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


